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戦間期イギリスにおける「人道主義」と南アフリカ問題
―反奴隷制および原住民保護協会の活動を中心に＊―
Humanitarianism and the South African Question in Interwar Britain
―Activities of the Anti-Slavery and Aborigines Protection Society―
大　澤　広　晃
Hiroaki OSAWA
要　　旨
　 This article explores aspects of British humanitarianism in the interwar years particularly in 
relation to the activities of the Anti-Slavery and Aborigines Protection Society (ASAPS).  In the 1920s 
and 30s, the ASAPS advocated protection of non-white peoples’ rights as well as improvement of their 
welfare.  The Society’s programmes ranged from abolition of slavery to regulation on forced labour 
and preservation of indigenous peoples’ right to land. Of many regions in which the ASAPS showed 
keen interest, South Africa attracted their particular attention.  There, a set of policies that aimed at 
segregation of whites and non-whites were being devised and implemented during the interwar years.  
At first, the ASAPS supported the segregation policy as a means to protect indigenous Africans from the 
evils of industrialisation.  However, as the Hertzog administration introduced more rigorous segregation 
schemes, the Society came to criticise them.  Meanwhile, humanitarianism’s bearings on the British 
Empire were ambiguous.  Humanitarians did not deny the notion of racial hierarchy.  Nor did they 
denounce the empire per se; they envisioned reform of the empire, believing it would add further fame to 
Britain.  In this sense, humanitarianism was not incompatible with imperialism in the interwar years.
はじめに
　第一次世界大戦の終結から第二次世界大戦の開始までの時期を意味する戦間期において，イギリ
ス帝国は史上空前の規模に達した。1920年代には世界の陸地の 4分の 1，世界の人口の 5分の 1が
イギリス帝国の支配下にあったとされる。しかしその一方で，戦間期は帝国支配に対する挑戦が激
化した時代でもあった。とくにアジアやアフリカの植民地では，非白人たちが既存の支配体制を批
＊　本研究は，日本学術振興会科研費（課題番号 15K16866）の助成を受けたものである。
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判して自らの権利を求める運動を展開するようになった。
　もっとも，この時期に帝国支配のあり方を批判したのは植民地で従属的な地位にあった非白人た
ちばかりではなかった。「支配をする側」の白人たちのなかにも，特定の帝国支配のあり方に異を
唱え，非白人に対する抑圧を批判する人々もいた。イギリス帝国史研究において，このような立場
は「人道主義（humanitarianism）」と呼ばれる。筆者はすでにさまざまな場で「人道主義」につい
て論じてきたが1），改めて説明するならば，それは，「自国あるいは他国の植民者・植民地支配体制
のもとで従属異民族が過度の抑圧を受けているとされる状態を批判し，その救済を主張するととも
に「公正な」植民地統治の実現と被支配民の福利の増進を求める立場」と定義されよう。「人道主義」
はイギリスの文化基盤を構成する主要な政治文化であり，帝国支配の正統性を内外に示すための重
要なイデオロギーでもあった。本稿の目的は，イギリスがかつてない規模の領域を直接的・間接的
に支配する一方でその帝国統治に対する批判や抵抗が先鋭的に現れてくる戦間期という時代にあっ
て，「人道主義」が植民地支配という問題にどう向き合ったのかを明らかにすることにある。
　戦間期における「人道主義」を検討するうえで，本稿が注目するのは，反奴隷制および原住民保
護協会（Anti-Slavery and Aborigines Protection Society: ASAPS）という組織である。後でも述べる
通り，ASAPSは 19世紀以来の歴史をもち，当時のイギリスにおいて代表的な「人道主義」団体の
ひとつであった。イギリス帝国における「人道主義」は近年大きな注目を集めており，関連する研
究成果が陸続と公刊されている2）。戦間期の ASAPSについても，マイヤース3），グラント4），フォルク
ラツ5）らの研究が扱っている。しかし，マイヤースとフォルクラツの論考は，奴隷貿易や奴隷制に
対する ASAPSの取り組みを詳述する一方で，協会のその他の活動にはさほど論及していない。後
述のように，戦間期の ASAPSは狭義の奴隷制の他にも非白人の生活状態に関連するさまざまな問
題に関心を向けていたのであり，その「人道主義」を総体的に把握するためにはこれらの活動も含
めて検討する必要がある。その点，グラントの著作はASAPSの活動の多様な側面を分析しているが，
叙述の中心は当時協会の書記を務めていたジョン・ハリス（John Harris）の言動に置かれており，
その他の人物の主張や見解は十分に論じられていない。よって，本稿の第 1章では，戦間期におけ
る ASAPSの組織体制，理念，主張の全般を素描することで，これまでの研究では十分に扱われて
1）例えば，拙稿「宗教・帝国・「人道主義」：ウェズリアン・メソディスト宣教団と南部ベチュアナランド植民地化」，
『史学雑誌』第 122編第 1号，2013年，1―35頁；同「長い 19世紀におけるイギリス帝国と「人道主義」：研究の動
向と展望」，『アカデミア　人文・自然科学編』第 9号，2015年，115―133頁；同「「人道主義」と南アフリカ戦争」，
『歴史学研究』第 932号，2015年，24―35頁。
2）「人道主義」に関する近年の研究成果は膨大な数にのぼる。主要な文献の紹介と研究の動向については，以下を
参照。Rob Skinner and Alan Lester, ‘Humanitarianism and Empire: New Research Agendas’, Journal of Imperial and 
Commonwealth History 40: 5 (2012), pp. 729―747; Abigail Green, ‘Humanitarianism in Nineteenth-Century Context: 
Religious, Gendered, National’, Historical Journal 57: 4 (2014), pp. 1157―1175; 拙稿「長い 19世紀におけるイギリス
帝国と「人道主義」」。
3）Suzanne Miers, Slavery in the Twentieth Century: The Evolution of a Global Problem (Lanham, MD: Altamira Press, 
2003).
4）Kevin Grant, A Civilised Savagery: Britain and the New Slaveries in Africa, 1884―1926 (New York: Routledge, 
2005).
5）A. R. Forclaz, Humanitarian Imperialism: The Politics of Anti-Slavery Activism, 1880―1940 (Oxford: Oxford U. P., 
2015).
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こなかった「人道主義」の一端を明らかにしたい。
　第 2章では，ASAPSの具体的な活動の事例として，南アフリカ（以下，南ア）問題への取り組
みを考察する。戦間期の南アはアパルトヘイトの前身ともいえる隔離政策の進展がみられる一方で，
非白人たちによる白人支配体制への抵抗が活発になった時期でもあった。ASAPSは南アの非白人
が置かれた状況に強い関心をもっており，そこで起こったさまざまな問題に対して積極的な意見表
明を行った。戦間期の南ア問題に対するイギリスの「人道主義者」の姿勢についてはブッシュ6）や
スキナー7）の研究があるが，ASAPSの動向を十分に検討しているとはいいがたい。この研究史上の
空白を埋めることも，本稿の目的である。
　本稿では主な史料として，ASAPSの機関誌である Anti-Slavery Reporter and Aborigines’ Friend
（ASRAF）を用いる。団体の機関誌のような刊行物には，それを編集する団体幹部の意向が強く表
れやすいという特徴があり，史料として扱う際には注意が必要である。よって本史料の分析から得
られるのは，あくまでも ASAPSの「公式見解」であるということを予め断っておきたい。「公式見解」
とは異なる「人道主義」の言説をすくい取るには別種の史料を分析する必要があるが，それは別稿
での課題としたい。
1　戦間期のASAPS
1―1　ASAPSの組織的特徴
　最初に，本稿で主たる考察の対象とする ASAPSの組織的特徴を概観しておきたい。ASAPSは「全
世界であらゆる形態の奴隷制を完全に撲滅すること」を目的とする団体で，その関心対象はイギリ
ス帝国のみならず世界各地に及んでいた。自らの目的を実現するために，協会は，関連情報の周知，
議会での質問，政府へのロビー活動などを行っていた。また，国際連盟や国際連盟ユニオンといっ
た外部組織との協調も重視していた8）。
　ASAPSは 2つの源流をもつ。ひとつは，1839年に設立されたイギリスおよび海外反奴隷制協会
（British and Foreign Anti-Slavery Society: BFASS）である。イギリスは 1833年に帝国内での奴隷制
廃止を宣言したが，その域外では奴隷制や奴隷貿易はいまだに活発であった。したがって，BFASS
は世界の各地に残る奴隷制・奴隷貿易の廃絶を目標としていた。ASAPSのもうひとつの源流は，
原住民保護協会（Aborigines Protection Society: APS）である。APSは 1837年に結成され，白人植
民者による先住民の抑圧や搾取の監視を主な目的としていた。結成以来，両者は相互に連絡を取り
合いつつも各々個別の活動を行ってきたが，20世紀初めになると両者を統合し「人道主義」勢力
を結集しようという気運が高まった9）。その結果，1909年に 2つの団体は合併し ASAPSが結成され
た。
　では，戦間期の ASAPSはどのような活動を行っていたのだろうか。具体的な理念や主張の検討
6）Barbara Bush, Imperialism, Race and Resistance: Africa and Britain 1919―1945 (London: Routledge, 1999).
7）Rob Skinner, The Foundations of Anti-Apartheid: Liberal Humanitarians and Transnational Activists in Britain and 
the United States, c. 1919―64 (Basingstoke: Palgrave Macmillan, 2010).
8）ASRAF 23: 2 (1933), pp. 51―52.
9）Ibid., pp. 38―39.
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に入る前に，ここではまず協会の「ハード」の部分，すなわち，活動規模や人的ネットワークといっ
た点をみておきたい。
　ASAPSの活動規模を把握するためのひとつの方法は，その財務表をみてみることだろう。表 1は，
戦間期の ASAPSの年間活動経費と会費・寄付金収入の変化をまとめたものである。おおまかにいっ
て，前者はそれぞれの年における協会の支出にあたる。他方，後者についていえば，協会の収入源
は多様であり会費・寄付金収入はその一部に過ぎない。しかし，ASAPSのような任意団体は，会
員や協賛者が主体的に支払う会費・寄付金に依拠して活動するのが原則であり，その意味で，会費・
寄付金の額は ASAPSの活動規模と社会的影響力をはかるひとつの指標といえるだろう。
　表 1をみてまず指摘できるのは，対象期間を通じて，会費・寄付金収入のみで年間活動経費のす
べてをまかなうのは困難であったということである。経費については，大幅な支出削減を行った
1925年度以降は比較的同じ水準を保っているが10），会費・寄付金収入の推移は年ごとに増減の波が
激しい。協会関係者の大口寄付や遺産贈与があった時には数字は上昇するが，あくまでも一過性の
現象にすぎない。逆に，世界恐慌の影響が広がり始めた 1930年から数年間は，おそらく景気の悪
化を反映して比較的低調な数字が続く。
　では，ASAPSの活動規模をどう評価したらよいだろうか。具体的なイメージをもつために，当
時の労働者の賃金を基準に考えてみよう。ボイヤーによると，1913年の製鉄・鉄鋼労働者の平均
賃金は年 117ポンドで，この額は戦間期に約 28％増加したとされる11）。とすると，戦間期の製鉄・
10）1932年度は例外だが，これは，奴隷制廃止 100周年を控えてさまざまな記念行事の準備を行ったために経費が増
加したと考えられる。
11）G. R. Boyer, ‘Living Standards, 1860―1939’, in Roderick Floud and Paul Johnson (eds), The Cambridge Economic 
表 1　戦間期における ASAPSの財務
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鉄鋼労働者の平均賃金は年 150ポンドほどと考えられる。これをひとつの基準とすると，当該時期
における ASAPSの会費・寄付金収入（平均で年 1,364ポンド）は，だいたい製鉄・鉄鋼労働者 9
人分の年収に相当する額となる。この数字をどのように評価するかは難しいが，決して大きな金額
とはいえないだろう。次に，同様の基準を活動経費にあてはめると，協会の予算規模（平均で年 2,089
ポンド）はおおよそ製鉄・鉄鋼労働者 14人分の年収を合計した額となり，これもまた潤沢な予算
とはいえまい。よって，財務表にある数字をみる限りでは，戦間期の ASAPSが大規模な事業を展
開する能力をもつ巨大な組織であったとはいいがたい。
　とはいえ，数字がすべてを語るわけではない。ある団体を評価するためには，数字に表れない部
分にも注目する必要がある。例えばそれは，人である。戦間期における ASAPSの特徴を理解する
ためのいまひとつの方法は，どのような人々がこの団体に関わっていたのかを知ることだろう。表
2は，ASAPSの機関誌である ASRAFに掲載された人事情報などをもとに，会長，副会長，執行機
関である運営委員会のメンバーといった ASAPSの主要関係者の名前と在任期間を列挙したもので
ある。これをみると，戦間期の約 20年間のみに限っても，非常に多くの人々がこの「人道主義」
団体になんらかの関与をしていたことが分かる。
　このリストからみえてくる特徴をいくつかあげるならば，まず教会関係者の数が多いことを指摘
できる。とりわけ，国教会（Anglican Church）からは，カンタベリー大主教，ヨーク大主教，ダ
ラム主教，チチェスター主教といった最高位の聖職者ら12）が参加している。国教会以外でも，ウェ
ズリアン・メソディスト宣教師協会の幹部（Amos Burnet）や，エキュメニカル運動の指導者たち
（J. H. Oldham，William Paton）の名前もみえる。ここからは，ASAPSがキリスト教会と密接なつ
ながりを有していたことが確認できよう。
　それと同時に，ASAPSは世俗の権力とも強い結びつきをもっていた。表 2からは，かなりの数
の政治家が副会長や運営委員会のメンバーとして ASAPSの活動に参加していたことが分かる。そ
れでは，ASAPSは特定の党派と結びつくことで独自の政治的色彩をもっていたといえるのだろう
か。表 2に名前が登場する庶民院議員（MP）たちの所属政党を調べると，保守党 11人13），自由党
21人14），労働党 16人15），独立派 1人16）となっており，ある程度の偏りもみられるが，いちおうすべ
ての主要政党がまんべんなく代表されている。ASAPS自身は「宗教と政治の領域におけるいかな
る党派からも自由で，世界の弱小民族（weaker races）の福祉に関心をもつあらゆる人々・団体と
History of Modern Britain vol. 2: Economic Maturity, 1860―1939 (Cambridge: Cambridge U. P., 2004), p. 286.
12）George Bell（チチェスター主教），R. T. Davidson（カンタベリー大主教），Hensley Henson（ダラム主教），
Cosmo Gordon Lang（カンタベリー大主教），William Temple（ヨーク大主教）など。
13）J. Sandeman Allen，J. Gurney Braithwaite，R. A. Butler，Lord Henry Cavendish-Bentinck，Victor Cazalet，Arthur 
Evans，Robert G. Hamilton，T. W. H. Inskip，H. M. Meyer，Robert Newman，Arnold Wilson。
14）Charles Roberts，Herbert Samuel，John Simon，John W. Wilson，R. W. Allen，W. A. Chapple，Megan Lloyd George，T. 
E. Harvey，Henry Holdsworth，Leif Jones，F. C. Linfield，A. Mackenzie Livingstone，E. L. Mallalieu，Geoffrey 
Mander，P. M. Oliver，E. H. Pickering，Winifrid Roberts，James de Rothschild，Archibald Sinclair，H Graham 
White，J. H. Harris。
15）E. D. Morel，C. G. Ammon，Walter Baker，Charles Roden Buxton，Noel Buxton，R. T. H. Fletcher，G. M. Gillett，J. 
F. Horrabin，Arthur Creech Jones，J. M. Kenworthy，J. Milner，Ben Riley，C. Spoor，Earnest Thurtle，J. C. 
Wedgwood，Cecil H. Wilson。
16）Eleanor Rathbone（女性参政権運動の指導者で，女性議員の草分け）
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表 2　ASAPSの主要関係者
1　会長
Noel-Buxton, Lord (1931～)［共同会長（1931～）］
Buxton, Sir Thomas Fowell Victor (～1919 [d])
Lytton, Earl of (1931～)［共同会長（1931～）］
Meston, Lord (1931～)［共同会長（1931～）］
Roberts, Mr Charles [MP] (1919～31)
2　副会長
Albright, Mr W. A. (1936～)
Astor, Viscount (1931～)
Barlow, Mr John R. (～1923 [d])
Beauchamp, Earl (1920～32)
Bell, Rev George [Bishop of Chichester] (1933～)
Buxton, Mr Alfred F. ([a])
Buxton, Lady (1919～)
Buxton, Mr Noel [Lord Noel-Buxton] [MP]
 (1921～31)
Buxton, Sir T. Fowell (1934～)
Cadbury, Mr George (～1922 [d])
Cecil, Viscount (1930～)
Crozier, Mr W. P. (1932～)
Daryington, Lord (1923～)
Davidson, Rev R. T. [Archbishop of Canterbury; 
Lord Davidson of Lambeth (1928～)] (～1930 [d])
Gainford, Lord ([a])
Gibbins, Mr W. B. (～1936 [d])
Gladstone, Viscountess (1920～)
Gurney, Mr Henry (1927～36 [d])
Henson, Rev Hensley [Bishop of Durham] ([a])
Holt, Mrs. John (～1936?)
Johnston, Sir H. H. (～1927 [d])
Lang, Rev Cosmo Gordon [Archbishop of 
Canterbury (1928～)] (1930～)
Lewis, Mrs Georgiana King (1920～24 [d])
Loring, Mr Arthur H. (1928～31?)
Macdonell, Sir John (～1921 [d])
Maitland, Sir Arthur Steel-[MP] (1931～34 [d])
Mayo, Earl of (1920～28 [d])
Meston, Lord (1928～)［会長代理（1928～31）］
Molteno, Mr P. A. (1921～37 [d])
Monkswell, Dowager Lady (～1930 [d])
Morel, Mr E. D. [MP] (～1924 [d])
Morgan, Mr W. Carey (～1929 [d])
Murray, Professor Gilbert (1923～)
Nevinson, Mr H. W. (1931～)
Ogden, Mr H. J. (1930～32 [d])
Oldham, Mr J. H. (1927～)
Olivier, Lord (1925～)
Pease, Sir Alfred E. ([a])
Peckover, Lord (～1919 [d])
Peckover, Miss Priscilla (1919～31 [d])
Pentland, Lord (1922～25 [d])
Samuel, Sir Herbert [Viscount Samuel] [MP] 
(1933～)
Sankey, Viscount (1934～)
Scott, Mr C. P. (～1932 [d])
Scott, Mr Edward T. (1931～32 [d])
Simon, Sir John [MP] (1928～)
Strachey, Mr J. St. Loe (～1927 [d])
Temple, Rev William [Archbishop of York
 (1929～)] (1930～)
Reckitt, Sir James (～1923 [d])
Rowntree, Mr Joseph (～1925 [d])
Thomasson, Mrs John P. (～1931 [d])
Weardale, Lord (～1922 [d])
Webb, Sir Motagu de Pomeroy (1931～38 [d])
Wilberforce, Mr H. W. W. [Sir H. W. W.] ([a])
Wilson, Mr John W. [MP] (1922～32 [d])
3　運営委員会メンバー
Albright, Mr W. A. (～1936)＊
Alexander, Mrs C. E. ([a])
Allen, Col J. Sandeman [MP] (1938～)
Allen, Mr R. W. [MP] (1924～25)
Ammon, Mr C. G. [MP] (1928～)
Arnold, Lord (1932～36)
Ashby, Mrs Corbett (1922～23?)
Backhouse, Mr Basil (1921～28)
Baker, Mr Walter [MP] (1928～30 [d])
Bateson, Mr Edward (1926～33?)
Bennett, Cpt E. N. (1919～1923?)
Bennett, Sir Thomas (1923～25 [d])
Bentinck, Lord Henry Cavendish-[MP] 
(～1931 [d])［議長（～1931 [d]）］
Bevan, Mr Edwyn A. (1920～24)
Bliss, Miss Barbara (1928～31?)
Bliss, Mr Joseph (～1928)
Blumlein, Mrs (1922～31?)
Borthwick, Hon Sybil (1928～38?)
Braithwaite, Mr J. Gurney [MP] (1932～36?)
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Braithwaite, Mr J. F. (1938～)
Brockman, Lt Col R. E. Drake-(1930～)
Brooks, Mr Alfred (～1920, 1925～26)
Butler, Sir Harcourt (1930～38 [d])
Butler, Mr R. A. [MP] (1931? ～)
Burnet, Rev Amos (1920～25?)
Burns, Mr C. Delisle (1926～31?)
Buxton, Mr Charles Roden (1924～) [MP]
［副議長（1924～）］
Buxton Mr Leland (1919～26?)
Buxton, Mr Noel [Lord Noel-Buxton] [MP] 
(～1921)＊
Buxton, Mr Travers (1932～) ［副議長（1932～）］
Cazalet, Cpt Victor [MP] (1930～)
Chapple, Dr W. A. [MP] (1923)
Edwards, Mrs Geoffrey (1930～32)
Evans, Cpt Arthur [MP] (1936～)
Fletcher, Commander R. T. H. [MP] (1925～)
Fox, Mr A. F. ([a])
Fry, Miss S. M. (～1920)
George, Miss Megan Lloyd [MP] (1930～31?)
Giliett, Mr G. M. [Sir G. M.] [MP] (1926～35)
Gillie, Rev R. C. (～1928)
Gooch, Dr G. P. (～1926)
Goudie, Rev W. (～1920)
Grey, Major-General W. H. (1920～)
Gurney, Mr Henry (～1927)＊
Hall, Lady (1926～38)
Hamilton, Sir Robert G. [MP] (1928～31, 1932～)
Hanscomb, Mrs (1924～29?)
Harvey, Mr T. E. [MP] (1923～25?)
Holdsworth, Mr Henry [MP] (1932～33?)
Horrabin, Mr J. F. [MP] (1930～31?)
Howard, Dr Robert (1927～)
Inskinp, Mr T. W. H. [MP] (～1921)
Jones, Mr Arthur Creech [MP] (1938～)
Jones, Mr Leif [Lord Rhayder] [MP] (1929～36)
Kenworthy, Commander J. M. [MP] (1926～28?)
Lefroy, Rev C. E. C. ([a])
Lewis, Mrs Georgiana King (～1920)＊
Linfield, Mr F. C. [MP] (1923～30?)
Livingstone, Mr A. Mackenzie [MP] (1928～30?)
Loring, Mr Arthur H. (～1928)＊
Mallalieu, Mr E. L. [MP] (1932～36)
Mander, Mr Geoffrey [MP] (1929～)
Manning, Lady (1929～)
Meyer, Col H. M. [MP] (1923～26?)
Milner, Major J. [MP] (1936～)
Molteno, Mr P. A. (～1921)＊
Morgan, Miss Muriel Carey (1929～)
Morse, Mrs Sydney (1928～35)
Nevinson, Mr H. W. (～1931)＊
Newman, Sir Robert [Lord Mamhead] [MP]
 (1928～32?)
Ogden, Mr H. J. (～1930)＊
Oke, Mr A. W. (～1924, 1938～)
Oldham, Mr J. H. (～1927)＊
Oliver, Mr P. M. [MP] (1930～31)
Olivier, Sir Sydney [Lord Olivier] (～1923)
［副議長（1920～23）］＊
Paton, Rev William (1927～)
Pickering, Mr E. H. [MP] (1932～36?)
Pim, Lady (1929～)
Priestman, Mr W. D. (1927～28?)
Rathbone, Miss Eleanor [MP] (1932～)
Riley, Mr Ben [MP] (1938～)
Roberts, Mr Charles (1931～)［議長（1931～）］
Roberts, Mr Wilfrid [MP] (1936～)
Rothschild, Mr James de [MP] (1936～)
Salter, Dr A. (1923～25?)
Sanderson, Lady (1931～)
Scott, Lady (～1923 [d])
Simon, Lady (1927～)
Simpson, Rev Canon J. G. (～1927)
Sinclair, Sir Archibald [MP] (1926～30)
Spoor, Mr B. C. [MP] (1919～25?)
Stoker, Mr W. H. (1922～28, 1930～36)
Tarring, Sir Charles J. (～1923 [d])
Thurtle, Mr Earnest [MP] (1926～28?)
Vallis, Mr F. A. (1931～)
Ward, Mr Herbert (1920～26?)
Webb, Sir Motagu de Pomeroy (1924～31)＊
Wedgwood, Col J. C. [MP] (1926～)
Whitamore, Mrs V. (1938～)
White, Mr H. Graham [MP] (1930～)
Wilberforce, Miss Irene (1933～)
Wilberforce, Mr Richard (1934～)
Willis, Mr C. A. (1936? ～)
Wilson, Mr Alexander C. (1932～)
Wilson, Sir Arnold [MP] (1936～)
Wilson, Mr Cecil H. [MP] (1924～32)
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の協働」17）をうたっていたが，この言葉には一定の裏付けがあるといってよい。
　もちろん，表 2に名前があがった人物たちがみな ASAPSの活動に熱心に取り組んでいたわけで
はない。そもそも副会長は名誉職の性格が強い役職であるし，運営委員会のメンバーですら常に会
合に参加して積極的に自らの意見を主張していたわけではない。しかし，そうであったとしても，
多くの有力者が ASAPSの活動に賛同しそこになんらかのかたちで関与していたという事実は残る。
その理由は，ASAPSが前世紀以来の歴史を誇り，奴隷制や植民地支配のもとでの抑圧を批判する
というイギリスの政治文化の「伝統」18）を体現するリスペクタブルな団体と認識されていたからで
あろう。したがって，ASAPSの活動を分析することは，戦間期のイギリスにおける「人道主義」
の特質を把握するうえできわめて重要な課題のひとつなのである。
1―2　戦後世界を構想する：第一次世界大戦末期から直後にかけてのASAPS
　本節と次節では，第一次世界大戦末期から戦間期にかけての ASAPSが唱えた「人道主義」の具
体的な内容を検討していく。大戦終結の兆しがみえ始めると，ASAPSは「人道主義」の観点から
あるべき戦後世界を構築すべく活発な意見表明を行った。その内容は多岐にわたるが，大きくいえ
ば，植民地保有国が遵守すべき非白人統治の原則と植民地や非ヨーロッパ地域の国際管理という問
題に関わるものであった。ここでは，1918年の外務省宛書簡，1919年のパリ講和会議に出席した
各国代表に宛てた意見書，および，同年に戦勝国代表団に提出した覚書の内容に即して ASAPSの
戦後構想をみていきたい。
　まず，1918年の外務省宛書簡をみてみよう。ここでは，とくに熱帯地域に位置する植民地の統
治とその国際管理について ASAPSの私見が述べられている。その内容を要約すると，ASAPSはま
ず，1884～85年のベルリン（西アフリカ）会議や 1890年のブリュッセル会議で合意された植民地
における奴隷貿易や武器・アルコール貿易の規制を再確認したうえで，その内容と適用範囲を拡
充していくことを要請している。また，植民地における労働，移民，アルコール取引，疾病，土地
の割り当てといった問題は，いまや多くの植民地に共通するのみならず複数の植民地にまたがる国
際的な問題なので，「植民地を保有するすべてのヨーロッパ諸国が参加する協同機関（co-operative 
agency）」が検討・管理すべきだと論じた。そのうえで，これらの問題に関わる国際的な取り決め
に違反があった場合にそれを審理するための仕組みとして，上訴法廷（appeal tribunal）の設置も
17）ASRAF 23: 2 (1933), p. 52.
18）イギリスにおける反奴隷制と「人道主義」の文化の持続性については，Richard Huzzey, Freedom Burning: Anti-
Slavery and Empire in Victorian Britain (Ithaca: Cornell U. P., 2012).
4　財務担当
Brooks, Mr E. Wright (1909～1926)
Brooks, Mr Alfred (1926～)
Buxton, Sir T Fowell (～1933)＊＊
Tapscott, Mr H. J. (1933～)
5　書記
Batty, Miss E. K [Asst Secretary] (1930～)
Buxton, Mr Travers (～1932)＊＊＊
Harris, Mr J. H. [Sir J. H.] [MP] ([a])
〈凡例〉
［a］　対象の全期間を通じて在任
［d］　在任中に死去
＊　　運営委員会委員退任後，副会長就任
＊＊　 財務担当退任後，副会長就任
＊＊＊　書記退任後，運営委員会副議長就任
大澤広晃 157
提言された。では，このような植民地の国際管理体制は，国家の主権にいかなる制約を及ぼすのだ
ろうか。ASAPSは，国家主権を超える権限をもつ行政府を創設しそこに植民地の国際管理を全面
的に委ねるという考えには明確に反対した。よって，戦後に創設されるであろう「諸国家の連盟
（league of Nations）」は，「国際的に合意された諸原則が忠実に履行されているかを見守る監視者」
としての役割を果たすべきだというのが協会の主張であった19）。
　植民地統治の原則と植民地の国際管理に関する ASAPSの見解は，パリ講和会議の出席者に宛て
た書簡でより詳細に論じられている。ここでは，戦後世界における植民地の統治について 7つの
論点が取り上げられている。順にみていこう。第 1は主権国家とその従属地域の関係についてで
あり，植民地保有国は従属地域を私的な目的のために搾取してはならず，そこに住む人々の「信
託人（trustee）」として振る舞わなくてはならないとする。2点目は植民地の国際管理についてで，
ASAPSは国家の主権を越える権限をもつ国際組織に反対する一方で，植民地問題をなんらかの国
際管理下に置く必要性を説いている。この点は，前の段落で言及した外務省宛書簡での主張と同じ
である。3点目は土地に関するもので，先住民らが「部族の土地（tribal land）」を失うことで困難
な状況に直面していることを指摘し，彼らの土地への権利が尊重されることを望んでいる。第 4に
労働問題が取り上げられる。ここでは，私的な目的のために先住民に労働を強制することが厳しく
批判される一方で，公的な目的に限って統治機関は厳格に定められた範囲内で現地住民に労働を課
すことが認められるとする。もっとも，その場合でも，先住民社会の規範である「慣習法（customary 
law）」を無視して労働を強要してはならない。5点目は商工業についてで，まず，植民地で生産さ
れた農産物や資源に課されている輸出税などの関税は，それを支払う先住民に大きな経済的負担を
強いているので撤廃することが求められている。また，産業および工業において特定の職種を白人
のみに限定する「カラーバー」は，「正当化しえず良識に反するものだ」として強く批判されている。
第 6に，アルコール取引は，自治が認められていない地域においては完全に禁止すべきことが要請
される。7点目は先述の外務省宛書簡でも言及されていた国際法廷に関するもので，先住民の統治
に関わる諸問題を審理する組織を創設することの必要性が主張されている20）。
　ここまでに紹介した 2つの書簡が主に植民地統治をめぐる諸原則を扱っているとすれば，1919
年 7月の書簡は敗戦国の旧領・旧植民地を国際社会がいかに管理すべきかを詳しく論じている。戦
勝国代表団の諮問に応じて提出されたこの書簡では，まず敗戦国の旧領・旧植民地の管理は当該地
域の住民の意思を尊重して行われるべきだとの大原則が確認されたうえで，現地の人々の「倫理
的・物質的福利を実現する」ための諸原則が示されている。ここで ASAPSが最も重要な原則とし
て掲げたのが「信託（trusteeship）」の理念である。すなわち，敗戦国の旧領・旧植民地の管理を
委託された国々は現地住民の信託を受けてこれを行うのであり，そうである以上，現地住民の利益
を第一とする施政を心がけなければならない。そのためには，以下のような点に留意する必要があ
る。例えば，当該地域で徴収した税金を現地住民の福利以外の目的に使用したり，現地住民を自国
の兵士として徴募したり，当該地域の商業や貿易を排他的に支配したりすることで自国の利益の増
進をはかってはならない。アルコールや武器・弾薬の取引は規制され，奴隷制や奴隷貿易は厳格に
禁止されるべきである。また，先住民にとって有益で，なおかつ，先住民の法と慣習に矛盾しない
事業を推進するのに必要な場合を除いて，先住民に労働を課してはならない。その場合でも，労働
19）ASRAF 8: 1 (1918), pp. 2―3.
20）ASRAF 9: 1 (1919), pp. 6―9.
戦間期イギリスにおける「人道主義」と南アフリカ問題158
契約は 6ヶ月を超えてはならず，他地域への移民労働を強いることも認められない。次に，土地保
有については，現地住民が私的にあるいは集団で十分な土地を使用できる権利を保護したうえで，
土地の利用方法や所有形態については先住民の法と慣習を尊重しなければならない。その一方で，
現地住民の知性・倫理面での向上も重要な責務であり，この点では，かねてから教育の分野で主導
的な役割を果たしてきたキリスト教宣教師たちが自由に活動できる環境を整備する必要がある。以
上のように信託の内容を定義したうえで，ASAPSは，敗戦国の旧領・旧植民地を管理する国々に
対しては，国際連盟に設けられる委任統治委員会に年次報告書を提出する義務を課すべきだとし
た。また，委任統治委員会の委員のうち少なくともひとりは，アフリカ出身者が任命されるよう求
めた21）。
　周知のように，戦後に生まれた国際連盟では，新たに委任統治制度が創設された。それは，「文
明の神聖なる信託」という考え方に基づき，国際連盟の委託を受けた大国が連盟内に設置された委
任統治委員会の監督のもとで敗戦国の旧領・旧植民地を現地住民に代わって統治するというもので
あった22）。一見すると，「覚書」の内容は実際の委任統治制度と多くの点で類似しているようにみえ
る。だが，ASAPSがとりわけ重視した奴隷制の禁止が不十分なかたちでしか条項に盛り込まれな
かった点や，民間の「人道主義」団体が外交交渉に関与するのを嫌うイギリス政府が ASAPSの活
動を制限しようとした点などを考慮すれば，政策形成過程において協会が大きな影響力を及ぼした
とはいえない23）。それでも戦間期の ASAPSは，「人道主義」の理念を国際協調のもとで実現してい
くための枠組みとして，国際連盟と委任統治制度に強い期待を寄せていた24）。
1―3　戦間期におけるASAPSの「人道主義」：理念・主張・活動
　それでは，戦間期の ASAPSがその実現をはかろうとした「人道主義」とは具体的にいかなるも
のだったのか。本節では，その理念，主張，活動をみていきたい。
　「反奴隷制および原住民保護協会」という名称が示す通り，ASAPSの主たる関心は奴隷制にあっ
た。イギリスはすでに 19世紀のうちに帝国内での奴隷制廃止を決議していたが，戦間期の ASAPS
は奴隷制や奴隷貿易がいまだに世界各地で存続しているとしてその撲滅を訴えていた。先述の通り，
ASAPSは会費や寄付金に支えられた任意団体であったので，奴隷制に対する人々の関心を喚起し
て少しでも会費・寄付金収入を増やすべくさまざまな活動を行った。このうち最も重要なのは演説
会であり，とくに運営員会のメンバーでもあるサイモン夫人（Lady Simon）はイギリス各地を巡
回して精力的に講演を行った。また，映画やスライドといった新しいメディアも奴隷制反対のメッ
セージを広める手段として用いられた。イギリスでの奴隷制廃止決議 100周年にあたる 1933年に
は，大規模な集会や演劇を開催したりパンフレットや書籍を出版したりして，イギリス人に奴隷制
廃絶の先駆者という「偉大な過去」を想起させることで，奴隷問題に対する世間の関心を高めよう
とした25）。その一方で，協会は国際連盟にも働きかけを行い，奴隷制と奴隷貿易に関する包括的な
取り決めを制定するよう求めた。これは，1926年の奴隷制協定（Slavery Convention）として結実
21）ASRAF 9: 3 (1919), pp. 64―68.
22）篠原初枝『国際連盟―世界平和への夢と挫折』中央公論新社，2010年，133―136頁。
23）Grant, Civilised Savagery, pp. 140―141.
24）M. D. Callahan, A Sacred Trust: The League of Nations and Africa, 1929―1946 (Brighton: Sussex Academic Press, 
2004), p. 45.
25）Forclaz, Humanitarian Imperialism, ch. 3.
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した26）。
　奴隷制の撲滅を目標に活動を行うなかで，ASAPSは奴隷の定義を拡大し，強制的な労働やそう
した労働環境を生み出す状況を「新しい奴隷制（new slavery）」27）と呼ぶことで，それらも規制の対
象に含めようとした。新しい奴隷制の受益者としてしばしば批判の矛先が向けられたのは，先住民
を安価な労働力として搾取しようとする白人たち28），あるいは一部の「人道主義者」らの言葉を借
りれば「資本家」たちであった。1924年の年次大会で，ASAPS運営委員会議長のヘンリー・カベ
ンディッシュ＝ベンティンク卿（Lord Henry Cavendish-Bentinck）は次のように述べて「資本家」
を批判している。
イギリスの資本家たちがアフリカで多額の配当金を得るという目的のために巨額の金が後進地域
の開発に使われているのであれば，原住民をたんに白人資本家に奉仕する木樵や水汲みとするの
ではなく自立した生産者として育成するという目的のためにこそ，その金……が使われるべきで
しょう29）。
同様に，運営委員会のメンバーであるグレイ（W. H. Grey）も，帝国支配者としてのイギリスは「信
託人」としての務めを果たすべきだが，その信託の受益者は「植民地住民」であって「イギリス帝
国の経済発展」から利益を得ようとする資本家であってはならないと主張している30）。
　では，新しい奴隷制はどのような仕組みで「資本家」たちに利益をもたらすのだろうか。ASAPS
の支持者であるジョサイア・ウェッジウッド（Josiah Wedgwood）は，以下のように説明する。
新しい奴隷制は原住民の土地を奪うことで生み出されます。アフリカ問題を調査した諸々の委員
会の報告書やそこに収録された証拠資料を読みさえすれば，安価な労働力を調達するためには土
地を奪うことが重要であるということを雇用主たちがいかに認識しているかを知ることができる
でしょう31）。
ウェッジウッドの主張はつまりこうである。先住民は土地を耕作することで生計を立てている。だ
が，土地を奪われてしまうと先住民たちは生活必需品を購入したり植民地政府に納税したりするの
に必要な貨幣を稼ぐことができない。よって，必要な貨幣を得るためには自らの労働力を（多くの
場合は白人の雇用主（＝「資本家」）に）売らねばならない。そのような人々が多ければ，雇用主
たちは労働市場で必要な労働力を調達するコストを抑制でき，もって利潤を増大できる。かくし
て，新しい奴隷制という概念のもとで，労働問題は土地問題との関連でも理解されるようになった。
ウェッジウッドによれば，新しい奴隷制を阻止するためには先住民たちが十分な土地を与えられそ
こで生産を行う権利が保障されなくてはならない。したがって，先住民が十分な土地を使用できる
権利を保護することも，ASAPSの主要な目的となっていった。
26）Grant, Civilised Savagery, pp. 159―165.
27）この時期の「新しい奴隷制」についてのより体系的な研究は，以下を参照。Grant, Civilised Savagery.
28）Forclaz, Humanitarian Imperialism, pp. 38―41.
29）ASRAF 14: 2 (1924), p. 53.
30）ASRAF 12: 2 (1922), p. 59.
31）ASRAF 14: 2 (1924), p. 54.
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　加えて，公的な税制度もしばしば新しい奴隷制を生み出す温床として批判された。ASAPS運営
委員会副議長の C・R・バクストン（Charles Roden Buxton）は，租税制度が時に「歳入を確保す
るためではなく，納税に必要な貨幣を獲得するために人々［先住民］が居住地域を出て［白人のた
めに］働くことを強要する手段」として機能していると指摘する。そのうえで，納税に必要な貨
幣を稼ぐための出稼ぎ労働が常態化すれば，「未開の人々の生活」はやがて崩壊するだろうと論じ
た32）。公的な制度という装いのもとで賃労働を強要する税もまた，「人道主義者」の批判の対象となっ
ていたのである。
　ASAPSの多様な主張は，1929年に「原住民族に対するイギリスの政策」と題する意見書にまと
められた。ここではまず前文で，イギリスの信託のもとで徐々に自立しつつある有色のイギリス
臣民（coloured British subjects）が経済および政治の面で完全な市民としての地位をえられるよ
う，これらの人々の権利を改めて宣言することの必要性が唱えられる。そのうえで，その際に留意
すべき事柄として 3つの原則が提言されている。第 1は土地に対する先住民の権利を尊重すること
であり，ASAPSはこれを植民地統治における最重要課題と位置づけている。先住民が自らの伝統
的な「部族制」のもとで土地を使用する権利を唱道しつつ，リザーブ（先住民向けの居留地）など
が設定されている場合はそれが十分な規模であること，また，リザーブの外でも自由に土地を購入
する権利を認めることを求めている。さらに，先住民が主として輸出目的で換金作物を栽培する自
由を制限しないことも要請している。第 2に，産業・工業における人種差別をなくし，労働の自由
を保障すべきだと主張する。かかる人種差別の事例としては，特定の職種を白人に限定するカラー
バー，先住民に白人雇用主のもとでの労働を強いる税制度や政策，先住民に身分証（パス）の携帯
を課すことでその移動を制限しようとするパス法などがあげられている。また，人種，性別，信仰
で区別されない完全な市民権や，「文明の水準に基づき参政権の付与を決定するテスト（civilisation 
franchise test）」に合格したすべての人が平等に政治参加できる機会を保障することも求めている。
第 3に，先住民が自らの声を政治に反映させる権利を擁護する。ASAPSは，先住民が選挙で自ら
の代表を直接選ぶのは時期尚早であり，当面の間は植民地政府が任命した代表者が政治の場で間接
的に先住民の利害を代弁するのはやむをえないと認める。しかし，その場合でも，代表者の指名は
先住民との十分な対話を経て行われなければならない。また，従属植民地において先住民が政治的
に成熟し立法府や行政府で責任を果たせるようになるまでは，ロンドンの帝国政府がその福利の向
上に責任をもつことを求めた33）。
　このように，戦間期のASAPSは先住民の生活に関わるさまざまな問題に関心を寄せていた。実際，
会長のチャールズ・ロバーツ（Charles Roberts）自身が語るところによれば，協会の使命には狭義
の奴隷制を廃絶することに加えて，「遅れた人々（backward peoples）」が慣習に依拠して保有する
土地への権利やその他の個人的・政治的権利を保護すること，また，アルコール取引，不当な税制
度，肌の色に基づく差別や偏狭な（illiberal）思考様式に異議申し立てを行うことなども含まれて
いた。さらに，「未開の人 （々undeveloped peoples）」に適切な教育を提供する手助けをするとともに，
白人と「後進民族（backward races）」の間で正義に基づく人種関係を構築していくことも目標と
された34）。以上のような課題に取り組むことで，ASAPSは「人道主義」の理念の普及とその実現を
32）ASRAF 21: 2 (1931), pp. 82―83.
33）ASRAF 19: 3 (1929), pp. 92―96.
34）ASRAF 10: 2 (1920), p. 43.
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はかろうとしたのであった。
　だが，非白人の福利の向上を唱える一方で，この時期の「人道主義」の言説からは当時の白人社
会で広く普及していた人種差別意識の影響もみてとれる。当時の「人道主義者」らの発言を改めて
振り返ってみると，保護の対象である先住民を指して「遅れた人々」，「未開の人々」，「後進民族」
といった言葉が用いられており35），「人道主義者」たちが先住民たちを自らと同等の地位にある存在
とはみなしていなかったことは明らかである。また，先住民の政治的権利を訴えつつ，参政権付与
の要件として一定の「文明の水準」に達していることを求めたり36），現段階では先住民に自らの代
表を直接選ぶ権利を与えるのは時期尚早と述べたりするなど37），先住民に白人と同一の権利をただ
ちに認めることには消極的であった。したがって，戦間期の「人道主義」が異人種間の完全な平等
という観念に立脚していたとはいいがたい。
　「人道主義」の性格についてもうひとつ指摘しておきたいのは，その帝国支配との関係である。
たしかに「人道主義」は特定の帝国支配のあり方を批判する論理を内包していたが，他方でイギリ
ス帝国そのものの存在を否定していたわけではなかった。むしろ，「人道主義」の根底には愛国心
が存在していた。例えば，資本家のみを利する帝国支配のありようを批判した ASAPS運営委員会
議長のカベンディッシュ＝ベンティンク卿は，別の機会に ASAPSの使命と意義について以下のよ
うに語っている。
［ASAPSの目的は］われわれが知るところとなった［先住民たちの］不満を取り上げることで，
イギリスの汚名をそそぎイギリスに対する信頼を回復することにあります。……わが国において
イギリスの名誉のためにこれほどの貢献をなしている団体は，われらが協会の他にはほとんどあ
りません38）。
この発言に示されるように，イギリスの「人道主義者」たちは帝国の崩壊を期待していたのではな
く，世界に強大な影響力を及ぼす母国が名誉と名声を保ち続けるためにより「正しい」振る舞いを
することを求めていたのである。その根幹には強い愛国意識があったのであり，イギリス帝国をよ
りよい帝国にすることこそが ASAPSの目的であった。そうである以上，少なくとも戦間期という
時代にあっては，ASAPSの唱える「人道主義」が反帝国の論理と結びつくことはなかったのである。
2　南アフリカ問題とASAPS
　前章では戦間期の ASAPSが唱えた「人道主義」について，その主張や理念の概要を分析してきた。
これを踏まえつつ，本章では ASAPSがとくに関心を向けていた地域のひとつである南アに焦点を
あてて，そこでの白人による非白人支配の問題に協会がどのような姿勢を示したのかを検討したい。
35）上記の注 34が付された段落を参照。
36）上記の注 33が付された参照を参照。
37）上記の注 33が付された参照を参照。
38）ASRAF 11: 2 (1921), p. 54.
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だが，まずは戦間期南アの歴史を概観しておこう39）。
2―1　戦間期の南アフリカ
　南アでは，1910年に複数の英領植民地が連合して南ア連邦を結成して以来，ボータ（Louis 
Botha）とスマッツ（J. C. Smuts）が率いる南アフリカ党が政権を担ってきた。ボータとスマッツ
はともに南アフリカ戦争（1899～1902）でイギリス軍と戦ったアフリカーナーの指導者たちであっ
たが，イギリス帝国の支配を受け入れ，南アの基幹産業である金鉱業と協調する現実路線を歩んだ。
しかし，第一次大戦中に反英的なアフリカーナーが起こした反乱を容赦なく鎮圧したことや，戦後
に金鉱山の白人労働者が起こした蜂起（ラント反乱）を武力を用いて打ち破ったことで，白人人口
の過半数を占めるアフリカーナーや労働者が離反し，政権の支持基盤は揺らぐこととなった。その
結果，1924年の総選挙では，主にアフリカーナーの支持を受けた国民党と白人労働者の利害を代
弁する労働党が勝利を収め，ここに国民党のヘルツォーク（J. B. M. Hertzog）を首班とする連立
政権が成立した。
　ヘルツォーク政権は，自らの支持基盤であるアフリカーナー農民の利害を重視しつつ，産業にお
いては白人労働者を非白人労働者との競争から保護するなど，白人の利益に即した政策を展開した。
また，アフリカーンス語を公用語にするなど，アフリカーナーの民族意識にも配慮を示した。しかし，
1929年にはじまった世界恐慌が南アを直撃し，国内が政治的および経済的に不安定な状況に陥る
と，1933年に国民党は南アフリカ党と連合することを決め，翌年には両党が合併して連合党が結
成された。新たに成立した連合党政権では，ヘルツォークが首相，スマッツが副首相に就任した。
　戦間期の南アでは，支配層にある白人が非白人を統制するための政策として，隔離政策が推進さ
れた。南ア史研究の泰斗である S・デュボウによると，戦間期の隔離政策は産業社会の発展という
文脈のなかで生まれてきたものであり，20世紀半ば以降に体系化されていくアパルトヘイトの前
身となった。その特徴は，第 1にアフリカ人の限定的な土地保有を認めることと引き換えに政治的
権利を含む市民権を剥奪すること，第 2に白人「信託人」の「慈悲深い」教導のもとでアフリカ人
が独自の発展を遂げるのを奨励することにあった40）。
　都市部における隔離政策形成の背景には，産業の発展に伴う都市非白人人口の増加とアフリカ
人政治運動やストライキの激化という状況があった。1923年に制定された原住民（都市地域）法
（Natives (Urban Areas) Act）は，都市自治体にアフリカ人を特定の地区（ロケーション）に隔離
する権限を与えることで，本格的な隔離政策の嚆矢となった41）。一方，農村部でも，19世紀後半以
降，アフリカ人の土地保有を制限する動きが強まっていた。1913年の原住民土地法（Natives Land 
Act）はアフリカ人の居住を指定地域（リザーブ）に限定することで，農村部における隔離政策の
さきがけとなった42）。この時にリザーブとして指定されたのは全土のわずか 7％に過ぎず，同法は
39）以下の戦間期南アに関する概要は，次の文献を参照した。Nigel Warden, The Making of Modern South Africa 5th 
ed. (Chichester: Willey-Blackwell, 2012), chs. 3―4; レナード・トンプソン（宮本正興，吉國恒雄，峯陽一訳）『新版
　南アフリカの歴史』明石書店，1998年，第 5章。
40）Saul Dubow, Racial Segregation and the Origins of Apartheid in South Africa, 1919―36 (Basingstoke: Macmillan, 
1989), pp. 1, 52.
41）もっとも，都市の経済活動がアフリカ人労働力を必要としている以上，すべてのアフリカ人をロケーションに強
制的に移住させることは事実上不可能であり，同法が即座に一律に適用されたわけではなかった。
42）農村部でもアフリカ人労働者に依存していたこともあり，1913年土地法によってすべてのアフリカ人がただちに
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将来的にリザーブを拡大することを勧告していたが，白人の反発もありその実現は容易ではなかっ
た。農村部における隔離は南アにおける資本主義経済の発展とも密接に関係していた。つまり，人
口の過半数を占めるアフリカ人を限られた面積のリザーブに押し込めると，土地耕作や牧畜から十
分な収入を得ることのできないアフリカ人はリザーブの外で白人鉱山主や白人農民のために働かざ
るをえない。かくして，白人雇用主がアフリカ人出稼ぎ労働者を安価な労働力として使役すること
で資本主義経済が発展を遂げる一方，アフリカ人たちは貧困に苦しむこととなった。
　1920年代から 30年代にかけて，隔離を具体化するためのさまざまな法律や制度が成立した。隔
離政策自体は南アフリカ党政権の時代から行われていたが，それはヘルツォーク政権のもとで大幅
に拡充されていった。隔離の強化を目的とした法律としては，主要なものだけでも，特定の職種を
白人労働者に限定すること（いわゆるカラーバーの導入）を政府が企業に強制することを定めた
1926年鉱山労働修正法（Mines and Works Amendment Act）（後述），アフリカ人を「部族」（tribe）
に再編成しその統治を「原住民法」に依拠して行うことをうたった 1927年原住民統治法（Native 
Administration Act），リザーブの面積拡大を唱える一方でその外部に住むアフリカ人の管理を厳格
化した 1936年原住民信託土地法（Native Trust and Land Act），ケープ植民地のアフリカ人有権者
から実質的に選挙権を剥奪した 1936年原住民代表法（Representation of Natives Act）（後述）など
がある。
　隔離政策の進展と白人支配の強化に直面して，非白人たちもさまざまな抵抗を試みた。南アでは，
20世紀初頭からミッションスクールなどで教育を受け専門職に従事する非白人知識人らが政治団
体を結成し，自らの権利を訴えるようになっていた。カラードが主体のアフリカ政治機構（African 
Political（のちに People’s）Organization: APO，1902年設立），アフリカ人を中心とする南アフリ
カ原住民民族会議（South African Native National Congress: SANNC，1912年設立。のちのアフ
リカ民族会議），インド系の団体である南アフリカインド人会議（South African Indian Congress: 
SAIC，1924年設立）などがその代表例である。もっとも，これらの団体を主導していた人々は自
身を「文明化」したエリートであると自認し，まず自らが白人と同等の権利を獲得したあとでその
恩恵を「野蛮」な同胞に拡大するという意識をもっていたため，非白人大衆との接点は少なかった。
また，その活動目的や行動指針も比較的穏健だったこともあり，大規模な運動を組織できずその影
響力は全体としてみれば限られたものだった。
　他方で，戦間期には，非白人大衆を動員する運動も出現した。1920年代には，クレメンツ・カ
ダリー（Clements Kadalie）が指導する産業商業労働者組合（Industrial and Commercial Workers’ 
Union: ICU）が急速な拡大をみせた。ICUは白人社会への統合を拒みアフリカ人独自のアイデンティ
ティを強調するマーカス・ガーヴィーから強い思想的影響を受けて最盛期には 10万もの支持者を
得たが，指導者層内部での対立の末に具体的な行動指針を示すことができないまま衰退していった。
一方，貧困に苦しむ農村部でも，白人支配体制に対する不満が高まっていた。ケープ東部のトラン
スカイでは，ミッション教会内での人種差別などへの反発から設立された独立教会を拠点に，千年
王国思想を掲げるウェリントン運動などが広がりをみせた。もっとも，非白人の大衆運動が勢いを
増せば増すほど白人社会の内部では秩序悪化への不安が高まり，これを解決するための方策として
異なる人種間の生活領域を分離する隔離政策が支持を得るようになっていった。以上のように，戦
間期の南アでは，隔離を基調とする人種差別的政策が推進される一方で，それに対する非白人たち
リザーブへ閉じ込められたわけではなかった。
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からの批判や反発も高まりつつあった。
2―2　ボータ・スマッツ政権とASAPS
　それでは，戦間期の南アを「人道主義者」たちはどのようにみていたのだろうか。まずは，ボー
タとスマッツが率いた南アフリカ党政権期における ASAPSの主張をみていこう。
　ここで最初に検討するのは，1920年に成立した原住民問題法（Native Affairs Act）をめぐる論争
である。同法は，アフリカ人に関連する問題を議論するための機関として原住民評議会と諮問委
員会を創設し，それを農村部のアフリカ人リザーブとアフリカ人が多く住む都市部に設置すること
を定めたものである。これにより，アフリカ人が自らの政治的意見を述べられる場は地域の原住
民評議会や諮問委員会に限られることになり，彼らの見解が中央の議会で直接表明される機会は制
限されることになった。このようにアフリカ人を独自の政治制度に包摂しそれを共通の政治制度か
ら隔離することで，白人が支配する国政からアフリカ人を排除することが原住民問題法の真の狙い
であった。1920年に原住民問題法案が議会に提出されると，法案の趣旨を説明したスマッツ首相
は，アフリカ人が自らのやり方で独自に発展する仕組みを整備することがアフリカ人の利益になる
と論じたが，他方で「白人の議会が主権をもち続ける」とも述べて，あくまでも白人とアフリカ人
の関係においては前者が上位に立つことを明言した。これに対して，アフリカ人の政治団体である
SANNCは法案への反対を表明した。SANNCはアフリカ人の利益が第一と主張する政府の真意を
疑い，原住民評議会には実質的な権限を与えず結果としてアフリカ人の政治的権利を弱めることが
同法の目的だと喝破した43）。
　アフリカ人らが反対するなかで，ASAPSは法案への支持を表明した。機関誌の ASRAFは，今回
の法案を「原住民の利益を促進しようという真心から起草されたものであり，完全な市民権の付与
へと向かう方向性を含んでいる」と評価し，法案に反対するアフリカ人たちの態度を「遺憾」とし
た44）。ASAPSと深いつながりをもち大戦期に南ア総督を務めていたバクストン伯爵も，南アでは非
白人の政治的権利が制限され法の下の平等すら遵守されていないとしつつも，原住民問題法案は非
白人の不満を解消するための有効な試みだとしてこれを評価した45）。
　ASAPSが隔離の原則に依って立つ法案を支持した背景には，19世紀末から 20世紀初頭にかけて
現れてきた新しい「人道主義」の影響があった。先述の通り，「人道主義」は先住民の福利の増進
を目指す思想だが，「先住民の福利」の定義はそれぞれの時代によって異なる。例えば 19世紀にお
いては，「先住民の福利」は「優れた」白人の文明や宗教（キリスト教）を「劣った」非白人に教
授することで高められるとする言説が支配的であり，この意味で「人道主義」は文明化の使命論と
密接な関係にあった。しかし，19世紀末以降，非白人の社会や文化に固有の価値を認め，「文明」
やキリスト教を押しつけることで非白人を強制的に西洋化させるのではなく，むしろそれぞれの
文化の「伝統」に根ざした独自の方法で発展を促していくことが「先住民の福利」の増進につなが
るのだという新しい「人道主義」の言説が登場してきた46）。この新しい「人道主義」は，戦間期の
43）ASRAF 10: 3 (1920), pp. 76―78.
44）Ibid., p. 78.
45）ASRAF 11: 2 (1921), pp. 62―64.
46）Grant, Civilised Savagery, pp. 18―37; 拙稿「長い 19世紀におけるイギリス帝国と「人道主義」」，118―119頁。もっ
とも，「人道主義」の言説上の転換がなぜこの時期に起こったのかについては，いまだに十分な説明がなされてい
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ASAPSに強い思想的影響を及ぼしていたといえる。先にみたように，ASPASやそれに関連する人々
は，先住民たちが自らの「伝統」に依拠した社会制度を守ること，とりわけ土地に対する権利が保
護されることを強く主張しており47），こうした考えは明らかに新しい「人道主義」の言説と符合し
ている。
　そのうえで，ここで重要なのは，新しい「人道主義」の言説と隔離政策の言説の関係である。白
人が住む産業都市から離れた農村地域に土地を与え，そこでアフリカ人が自らの慣習に基づき独自
の発展を遂げる機会を提供するという隔離政策の言説は，先住民の社会や文化に固有の価値を認
めその独自の発展を肯定する新しい「人道主義」の言説と重なりあう部分が大きい。したがって，
ASAPSは，適切な隔離は「人道主義」の理念に合致するものだと考えており，これを積極的に評
価していたのである。実際に，当時における ASAPSの中心人物のひとりであった書記のジョン・
ハリスは，隔離政策を推進した南アのボータ首相について，土地の所有と領有における人種隔離に
先鞭をつけ「建設的な統治制度の傑作のひとつ」48）を創り出したステイツマンであると述べてその
功績を賞賛している。
　さらに，南アにおける ASAPSの協力者たちが隔離政策を肯定していたことも，この時期の協会
の姿勢に影響を与えたといえよう。南アの白人のなかで非白人の立場に同情的な人々は，しばし
ばリベラル派と呼ばれていた。戦間期のリベラル派の内部には多様な意見が存在していたが，その
多くは隔離政策に好意的な意見をもっていた49）。例えば，リベラル派の代表格であるピム（Howard 
Pim）は，急速に進展する産業社会のなかで「プロレタリア化」したアフリカ人たちが伝統的な規
範意識を失っていくのを目の当たりにして，そうした産業社会の毒牙からアフリカ人を保護し，彼
らの「伝統的な生活様式」である農村社会を再建する必要性を説いた。この目的のためには，アフ
リカ人を土地が保障されたリザーブに隔離するのが望ましいというのがピムの主張であった50）。隔
離政策の正当性は，アフリカ人独自の「文化」を強調する人類学の発展，先住民社会の「政治的伝
統」を利用する間接統治の普及，「遅れた」非白人が自らの方法で発展するのを白人が「信託人」
として見守ることを理念に掲げた委任統治の制度化，白人の「文明」を守るために異人種間の混交
を規制することを唱える優生学の受容などによっても強化され，戦間期のリベラル派の思想を規定
した51）。このように，イギリスと南アの「人道主義者」はともに，隔離政策をアフリカ人統治の基
本原則として支持していたのであった。
2―3　ヘルツォーク政権とASAPS
　1924年の総選挙で国民党が勝利しヘルツォーク政権が成立すると，南アでは人種隔離を強化す
るための法律や制度が次々と成立していくこととなった。イギリス帝国の利害よりも南アの利害を
ない。今後の課題といえよう。
47）上記の注 20，21，33が付された段落を参照。とくに，ASAPSの事務を実質的に取り仕切っていた書記のハリスは，
新しい「人道主義」の熱心な支持者であった。この点については，P. B. Rich, Race and Empire in British Politics 
2nd ed. (Cambridge: Cambridge U. P., 1990), pp. 37―39を参照。
48）John H. Harris, ‘General Botha-Statesman’, Fortnightly Review (Apr, 1917), p. 652.
49）Paul Rich, White Power and the Liberal Conscience: Racial Segregation and South African Liberalism, 1921―60 
(Manchester: Manchester U. P., 1984), ch. 1.
50）Dubow, Racial Segregation, pp. 22―26.
51）Rich, White Power and the Liberal Conscience, pp. 54―57, 61―63; Dubow, Racial Segregation, pp. 29―39.
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重視することを公言するヘルツォークの台頭はイギリスでも不安とともに受け止められ，新政権
が抑圧的な政策をとることで非白人の大規模な蜂起を誘発するのではないかという懸念が広まっ
た52）。ASAPSも，南アの新政権が「さらなる権利の剥奪」を伴う反動的な政策を推し進めていくの
ではないかと恐れた53）。
　ASAPSの不安は現実となった。1925年，ヘルツォーク政権は鉱山労働における特定の職種を白
人に限定するカラーバーを強化すべく，鉱山労働修正法案を議会に提出した。南アでは鉱山労働に
おけるカラーバーは 19世紀以来の慣行であり，1911年の鉱山労働法はすでにアフリカ人労働者の
ストの禁止と白人労働者による熟練作業の独占を認めていた。しかし，すべての鉱山会社が 1911
年法を遵守していたわけではなかった。そこで，カラーバーの導入を企業に強制する権限を政府に
与えることで鉱山労働における人種隔離を強化し，もって白人労働者を保護することを目的として，
鉱山労働修正法案が提出された。「カラーバー法案」とあだ名された同法案に対して，ASAPSはす
ぐさま反応した。1925年の年次大会では会長のロバーツが，「アジア人とアフリカ人の双方を熟練
職から排除しようという反動的な立法に対して，われわれは厳重に抗議すべきである」と述べて同
法案を強く非難した54）。
　1926年に「カラーバー」法案が南ア議会で可決されると，ASAPSはこれを「イギリスの責務に
矛盾するだけでなく，肌の色によってイギリス臣民の権利を合法的に剥奪する前例なき［事態］」
と評して断罪した55）。同年の年次大会でも，多くの演説者が「カラーバー」法に言及した。例えば
ロバーツは，同法は「帝国が依って立つあらゆる理念を真っ向から否定するものであり，かかる
立法は遅かれ早かれ抑圧に至る」と論じた56）。また，副会長のひとりであるオリヴィエ卿（Lord 
Olivier）も，「カラーバー」法は「アフリカとアジアの至る所で有色人に対する白人の宣戦布告と
みなされるだろう」と予想したうえで，同法の目的は白人の生活を守るためだというヘルツォーク
の発言に対して，「カラーバーは奴隷制と同じく西洋的な生活と矛盾する」と反論した57）。
　時を同じくして，南アのリベラル派の姿勢にも変化が起こり始めた。リベラル派の内部で，ヘル
ツォーク政権の隔離政策を疑問視する見方が強まったのである。デュボウによると，この頃の南ア
には隔離について 2つの立場があった58）。ひとつは厳格な隔離政策を求める立場で，人種差別の色
彩が強く，アフリカ人を政治的および経済的に白人社会から排除しようというものである。この思
想は，アフリカ人からの政治的権利の剥奪，特定の職種を白人に限定するカラーバーの導入，白人
農民層へのアフリカ人労働者の分配などを目指していた。この立場を代表していたのは，ヘルツォー
クと彼が率いる国民党であった。いまひとつはより穏健な隔離政策を唱える立場で，信託の理念に
基づきアフリカ人を保護することを強調するものである。この思想を唱道する人々は，原住民評議
会のようなアフリカ人代表者からなる地方組織がアフリカ人固有の問題に対処することを肯定する
一方で，アフリカ人の政治的意見を中央の行政府や立法府に届けるためのなんらかの回路を維持す
ることも必要だと考えていた。また，居住空間における隔離を認めつつも，政治や経済の領域にお
52）Rich, Race and Empire, p. 76.
53）ASRAF 14: 2 (1924), p. 57.
54）ASRAF 15: 2 (1925), p. 53.
55）ASRAF 16: 2 (1926), p. 50.
56）ASRAF 16: 3 (1926), p. 100.
57）Ibid., p. 111.
58）Dubow, Racial Segregation, pp. 43―45.
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ける露骨な人種差別を批判した。スマッツを指導者とする南アフリカ党やリベラル派は，この立場
をとっていた。厳格派と穏健派の対立は 1920年代後半からとりわけカラーバーをめぐって顕在化
し，カラーバーに反対する穏健派は賛成する厳格派の主張をあからさまな人種差別だとして批判し
た。こうした状況で，穏健派に連なるリベラル派は，ヘルツォークへの不信感を強めていく。リベ
ラル派のピム，エヴァンズ（Maurice Evans），ブルックス（Edgar Brooks）といった人々は，都市
部と農村部，アフリカ人社会と白人社会はひとつの経済社会を構成しており，それを強引に分断し
ようという政府の厳格な隔離政策は現実を無視した非効率な政策であると考えるようになってい
た。また彼らは，隔離の強要によってアフリカ人の貧困が悪化するとその不満が急進思想（共産主
義）の受容につながるとも警告し，共産主義の拡大阻止という観点からも政権の隔離政策を批判し
た59）。
　もっとも，隔離政策をめぐる厳格派と穏健派の違いはあくまでも相対的なものであった。細部に
ついての意見の相違はあれ，白人支配を維持するためには隔離が必要であるとの認識は両者の間で
共有されていた。したがって，南アのリベラル派はヘルツォークの政策に建設的な対案を出すこと
ができず，それに真っ向から対峙するよりも交渉を重ねて可能な限りの譲歩を引き出すことを目標
としていた60）。他方，イギリス本国の「人道主義者」の間では，隔離政策それ自体をラディカルに
批判する見解もあった。例えば，ASAPS副会長の J・H・オルダム（J. H. Oldham）は，アフリカ
人と白人の人種関係をよりよいものにするための処方箋は隔離ではなく，都市部と農村部に住むア
フリカ人の経済的・社会的貧困状態を改善することにあるとし，そのためには科学的な方法に基づ
く経済・社会開発が必要であると主張した61）。とはいえ，イギリスにおいても，多くの「人道主義者」
は依然としてアフリカ人の生活を産業社会の病理と資本家の搾取から保護するためにはある程度の
隔離が有効であると考えており，オルダムのような主張はいまだに少数派であった62）。
　このように隔離そのものの必要性は認めていたとはいえ，多くの「人道主義者」にとってヘル
ツォーク政権による厳格な隔離の強要は明らかに行き過ぎであった。こうしたなかで，1932年には，
原住民奉仕契約法案（Native Service Contract Bill）が南ア議会に提出された。これは借地人に対す
る土地所有者の権限を強化するもので，白人農場主が非白人労働者を安価で確保し管理することが
狙いとされた。ASAPSは，同法案を「奴隷制にきわめて類似した状況を創り出すもの」63）として批
判した。協会の運営委員会は，「あらゆる形態の奴隷制とあらゆる場所での強制労働に抗議するの
が当会の義務であり，それに照らせばイギリスの自治領でそうした事例を創出しようという法案は
批判せざるをえない」と宣言した。さらに，かかる法案は南アも締約国である国際連盟の奴隷協定
と矛盾するものであり，連盟での弾劾を招く可能性があるとの見解をリベラル派のピムを通じて南
ア政府に伝達した64）。だが，法案は議会で可決され，今回も ASAPSの抗議は実を結ばなかった。
　南アにおける隔離の歴史において，原住民代表法が成立した 1936年はひとつのターニングポイ
ントとなった。同法は，ケープにおいて，アフリカ人を代表する諮問機関である原住民代表審議会
を設立する一方で，投票資格をもつアフリカ人を通常の有権者名簿から除外し，かわって彼らを代
59）Ibid., pp. 47―50, 66―71.
60）Ibid., p. 133.
61）Skinner, Foundations of Anti-Apartheid, pp. 43―44.
62）Ibid., pp. 48―49.
63）ASRAF 23: 1 (1933), p. 32.
64）ASRAF 22: 2 (1932), pp. 71―72.
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表するごく少数の議員を選出する権利を与えるというものであった。これにより，ケープのアフリ
カ人は実質的に選挙権を喪失することになった。かくして，1854年以来ケープで認められてきた
人種の別なく一定の条件を満たした者に選挙権を与えるという「非人種的」選挙制度は廃止された
のであった。
　選挙権の剥奪という内容を含む原住民代表法案は，大きな反発を引き起こした。南アでは，さ
まざまな組織のアフリカ人指導者たちを糾合した全アフリカ人会議（All African Convention: AAC）
が開催され，ケープにおける「非人種的選挙権」の廃止に強く抗議した。また，リベラル派のなか
でも急進的な人々は，非人種的選挙権協会（Non-Racial Franchise Association: NRFA）を結成して
法案を非難した。もっとも，こうした人々が，すべてのアフリカ人の平等な政治参加を唱道してい
たわけではなかった点は指摘されておくべきだろう。例えば，AACに参加したのは西洋教育を受
けた知識人たちであり，自らを「文明」の側に属する存在だと考える一方で，その他大勢のアフリ
カ人たちはいまだに「野蛮」な状態にあると信じていた。彼らは現在の選挙制度を支持する傍らで，
選挙権を取得するためには「文明のテスト」に合格しなければならないと語るなど，決して民主的
な選挙制度の実現を訴えていたわけではなかった65）。また，NRFAに参加したリベラルな白人たち
も，すべての人種が同一の条件で政治参加できる現行制度の維持を訴えつつも，アフリカ人有権者
が増加した時には選挙権取得の条件を引き上げることで「西洋文明」に立脚した社会を守るべきだ
と説くなど，アフリカに対する西洋の文化的優越を自明視していた66）。
　イギリスにおいても，原住民代表法は厳しく批判された。ASAPSの機関誌 ASRAFは，同法の可
決は「重大で破滅的な出来事」だと述べて失望感を露わにした67）。貴族院では，ASAPS共同会長の
ノエル＝バクストン卿（Lord Noel-Buxton）が原住民代表法を非難する演説を行った。バクストン
は「原住民をヘロットとみなす政策」とそれを支持する南アの人々を批判したうえで，イギリス帝
国は本質的に有色人の帝国であり，その一部を構成する南アが人種間対立を扇動するような政策を
とれば帝国の一体性が失われると論じた68）。また，ASAPSの副会長に名を連ねるカンタベリー大主
教も演説に立って，アフリカ人から参政権を奪う政策は信託の理念に基づき現地住民の利益を第一
に考えるイギリス帝国の基本方針と合致しないとして，南ア政府を批判した。だがその一方で，大
主教は，アフリカの先住民が国家運営のあらゆる責務を担えるようになる日は当分の間は来ないと
も述べており，現時点における白人支配を否定してはいない69）。ここからも，「人道主義」が本質的
にパターナリスティックな思想であり，帝国支配と矛盾するものではなかったことがみてとれる。
　以上のように，隔離の名のもとで非白人の政治的・経済的権利を制限する動きが強まっていくな
かで，「人道主義者」たちは南アの未来に対する懸念をますます深めていった。1937年の ASAPS
年次大会で演説した書記のハリスは，前年の原住民代表法が「赤道以南の原住民に衝撃的な影響を
与えた」と論じ，南アにおける「立法および行政の場で人種の差別を強調する傾向が顕著になって
きている」ことに警鐘を鳴らした70）。かかる状況で，イギリス帝国と南アは第二次世界大戦に突入
していくこととなる。
65）Dubow, Racial Segregation, p. 164.
66）Ibid., p. 159.
67）ASRAF 26: 2 (1936), p. 82.
68）ASRAF 27: 2 (1937), p. 119.
69）Ibid., pp. 127―129.
70）ASRAF 27: 3 (1937), p. 141.
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むすび
　本稿では，ASAPSの動向に焦点をあてつつ，戦間期イギリスにおける「人道主義」の一側面を
検討してきた。この時期，ASAPSは，奴隷制および奴隷貿易の廃絶という従来からの目標に加え
て，新しい奴隷制という観念のもとで労働，土地，租税といった多様な問題にも関心を示し，植民
地支配のあり方に対して積極的な問題提起を行っていた。そうしたなかで，ASAPSがとくに注目
した地域のひとつが南アであった。当時の南アでは白人とアフリカ人を分離する隔離政策が進展し
ていたが，当初，ASAPSは産業社会や資本家の搾取からアフリカ人を保護するための仕組みとし
て隔離を評価していた。しかし，1924年に成立したヘルツォーク政権のもとでアフリカ人の政治的・
経済的権利の強制的な剥奪を伴う厳格な隔離政策がとられるようになると，南ア政府に対する批判
を強めていった。
　このように，「人道主義」は過度の抑圧や搾取を伴う植民地支配のあり方を糾弾したが，他方で
イギリス帝国そのものに対するその姿勢は曖昧であった。ASAPSの「人道主義者」らは露骨な人
種差別を批判する一方で，自らも非白人に対する白人の優越を当然視しており，決して人種差別意
識から自由であったわけではなかった。また，イギリス帝国に対する強い愛国意識を抱いており，
帝国を否定するのではなく，むしろ帝国を改良することでよりよい帝国を建設することを目指して
いた。したがって，戦間期の ASAPSが唱えた「人道主義」は，理念のうえでも実践のうえでも反
帝国主義と結びつくことはなかったのであった。
　最後に，今後の課題に言及しておきたい。本稿では，戦間期における ASAPSの「人道主義」に
ついて，主としてその政治領域における活動を素描してきた。特定の立法や制度を批判して時の政
治権力に意見を表明するのは ASAPSの最も基本的な活動であったことは間違いない。その一方で，
「人道主義」が先住民や非白人の福利の向上を目指す思想・実践であった以上，「人道主義者」たち
は救済対象となる人々の精神面ならびに物質面での生活状態とその向上にも関心を抱いていた。す
なわち，教育，医療，貧困といったより日常生活に密着した問題もまた，「人道主義」の関心対象
に含まれていた。その意味で，「人道主義」の領域はフィランスロピーや福祉などの領域とも重な
りあっていたのである71）。実際に，この時期の ASAPSは，南アにおける住宅問題，衛生，健康，教
育といった社会問題にも強い関心をもっていた72）。もちろんASAPSがイギリスに拠点を置く組織で
ある以上，それが南アにおける福祉やフィランスロピーの活動に直接携わっていたわけではない。
しかし，「人道主義」の射程が政治問題だけでなく社会問題にも及んでいたのを認識することは重
要である。この点についてはまだ先行研究でも十分に議論されておらず，史料の分析も進んでいな
いが，今後の研究で検討していく必要がある73）。そうすることで，「人道主義」の歴史的性格をより
体系的かつ精確に把握することができるだろう。
71） 実際に，イギリス帝国史研究において「人道主義」（humanitarianism）という言葉が指示するところの思想や行
為は，同時代においてはしばしばフィランスロピ （ーphilanthropy）という語で表現されていた。この点については，
拙稿「長い 19世紀におけるイギリス帝国と「人道主義」」，125―127頁。
72）例えば，ASRAF 16: 1 (1926), p. 36; ASRAF 17: 2 (1927), p. 55.
73）最近では，例えば以下の文献が南アの「人道主義者」（リベラル派）による貧困認識と貧困問題への取り組みを論
じていて興味深い。Grace Davie, Poverty Knowledge in South Africa: A Social History of Human Science, 1855―2005 
(Cambridge: Cambridge U. P., 2015).もっとも，この問題についてはさらなる研究が必要である。
